第１回 留萌圏域障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会 議事録
日　時　　令和４年(2022年)７月25日(月)　13:30～15:10
場　所　　北海道留萌合同庁舎　2階講堂
出席者　　別紙議事概要のとおり
　　　　　推進員１名、委員４名、傍聴人２名、事務局４名　計11名
議　題　 １ 北海道障がい者条例及び障がい者虐待等について　　　　　      
２ 意見交流
　　　　　　　　　　
課長挨拶（稲垣課長）
　 ・ 「地域づくり委員会」については、平成22年４月に施行された北海道障がい者条例に基づき、各振興局に設置されたもので、今年で１３年目を迎える。
· 今年は、委員の委嘱の年であり、原山委員、秋山委員、五十嵐委員の３名が新たに委員として参画いただくことになった。
· この委員会は、障がいを理由とする差別や不利益、暮らしづらさ等の申し立てがあった場合に招集され、問題解決に向けてあっせん案を協議し解決に向けて導いていくという役目を担っている。
· それぞれのお立場や豊富な経験を踏まえて、積極的にご提言をいただくとともに、留萌管内の福祉の充実、向上に取り組んでまいりたいのでご協力をお願いしたい。
議　事　
（1） 議題１　北海道障がい者条例及び障がい者虐待等について
事務局から資料１に基づき説明
＜北海道障がい者条例の概要＞
・正式名称は「北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び障がい児が暮らしやすい地域づくりの推進に関する条例」。第1章にその目的、基本理念、道の責務、道民等の役割等が明記されており、障がい者への差別を防止し、障がい者の暮らしづらさを解消し、及び障がい者の権利を最大限に尊重することなどが明記されている。
・ほか、第2章以降で、基本施策や障がい者の権利擁護、障がい者の就労支援等が明記されている。
＜地域づくり委員会及び地域相談員の設置根拠、職務・役割について＞
・地域づくり委員会の設置根拠は第7章41条に、地域相談員の設置根拠は条例施行規則15条に明記されている。
・地域づくり委員会の扱う事案は、
ア　虐待に関する事案
イ  障がい者の権利に重大な支障を及ぼす事案
ウ  著しい暮らしづらさに該当する事案（ア、イに該当する事案を除く）
とされており、
①  判決、裁決等により確定した事案
②  裁判所において係争中の事案及び行政庁において不服申立ての審理中の事案
③  申立てに係る事実のあった日の翌日から起算して１年を経過している事案
④  協議等を行うことが適当でないと地域づくり推進員が認めた事案
　は対象外になる。
・地域相談員はの職務は、虐待、差別、障がい者の暮らしづらさに関する相談を受けたときは、関係機関に情報を提供するほか、上記アイウに該当すると思料するときは、地域づくり委員会に報告することになっている。
・また、相談業務を行うに当たっては、市町村、基幹相談支援センター、相談支援事業所、民生・児童委員、児童相談所などの関係機関との連携も十分に図ることになっている。
・「地域相談員」に求める事務として、①相談業務の記録、②年度末の活動報告があり、活動報告は年１回であるが、相談業務の記録は、市町村をはじめ関係機関へ連絡する際にも事案の記録となるため、日ごろからメモなどを取るようにする。特に重大であると思われる事案については、地域づくり委員会の参考人として協力いただく場合に役立つことがある。
＜地域づくり委員会へのこれまでの申立・相談及び全国・全道の虐待の概要について＞
・留萌管内では、これまでH29、H３０にそれぞれ1件の申立があった。
・R2の全道14管内の地域づくり委員会への申立は3件になっている。
・障害者虐待防止法で、「障害者虐待」には、
①　家族や同居している方など、養護者による障害者虐待
②　施設やグループホーム、就労継続支援事業所など、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待
③　会社の社長など、使用者による障害者虐待
　の３種類がある。
・最新のR2のデータでは、全国・全道の虐待の通報件数は、
①　擁護者による虐待が全国6,556件（道483件）

②　施設従事者等による虐待が全国2,865件（道108件）
③　使用者による虐待は564件（道30件）
となっている。
・通報されたもののうち、虐待と判断された件数は
①　擁護者による虐待が全国1,768件（道47件）

②　施設従事者等による虐待が全国632件（道24件）

③　使用者による虐待は401件（道21件）
となっている。
・被虐待者数を見ると
①　擁護者による虐待が全国1,775名（道47名）

②　施設従事者等による虐待が全国890名（道43名）

③　使用者による虐待は498名（道26件）
となっており、死亡者は０名となっている。
・擁護者による虐待のみ例に挙げるが、被虐待者の年齢は、全国では20歳～59歳が多いが、道では30歳～59歳が多い。なお、どちらも65歳以上の障がい者への虐待は少なく、道では0件になっている。
・虐待者の年齢は、全国、道ともに40歳以上が80％を超え、本人の性格や感情、周りの環境といった様々な要因はあると思われるが、年齢を重ねると虐待をしてしまうといった傾向が見て取れる。
＜ヤングケアラーについて＞小野支援員より
・保護者がギャンブル依存症であったり、アルコール依存症だったりする場合に兄弟のお世話をしたり家事全般のお手伝いしたりする場合、ヤングケアラーと見なしている。
　　・ヤングケアラーは令和2年度の調査では、家族の中に自分がお世話をしている人がいるかという問に5.7％がいると回答しているが、実際の数値はわからない。
・子ども自らがしっかり認識しているのが5.7％であり、アンケートに回答しない、回答できない件数もあると思われるので、最低でも5.7％と考えた方がよい。
・ヤングケアラーの問題として、睡眠を十分に取れない、現状を話せる人がいなくて孤独を感じるなどの問題のほか、友人関係や学業への影響、延いては進路に影響を及ぼすなどといった問題がある。
・進路の面では、本来なら地元から出て、好きな場所で好きな学問を学べる子も家族のケアをする関係で地元の学校に進学することも起こる。
・ユニセフの子どもの権利条約にも記されているが、子どもにとって最もよいことは何かを第一に考えるべきだし、子どもがもって生まれた能力を十分に伸ばして成長できるようにしていくことが重要である。
（２）議題２　意見交流

　（山村委員）
・ギャンブル依存症など、こういった問題に接した場合にどこまで家庭に介入してよいのか難しい。家庭としても介入してほしくないという雰囲気を感じることがある。必要に応じて関係機関、専門機関につなげるようにしているが、一番は依頼者本人との信頼関係づくりが重要である。
（高橋委員）
・子どもに対して何かあれば相談していいんだよ、という発信をしていくのが大事。家庭にどこまでは入れるのかは難しい問題。保護者に育児能力が無い場合、児相に相談するという方法もあるが、母子分離につながりかねないという問題もある。選択できることを知っておきたかったという考えに触れたが、子ども達のために選択肢を増やしてあげたいし、保護者も子ども本人も傷つかない方策を示せたらと思う。
（菊池委員）
・ヤングケラーという言葉を知ったのが、２，３年前。アルコール依存症とヤングケアラーのつながりは新たな視点になった。ヤングケアラーの問題は、自分から発信しづらいと思う。寄り添ってくれる誰かがいれば、その後の展開が違ものになると思う。
（原山委員）
・自分の生活を振り返ると、母や姉の迷惑になってはいけないという思いはあった。親戚の子どもが料理を手伝ったりしているが、そこには母の負担にならないようにという意識がある。
（仙北相談員）
・法要で電動車椅子の方が来たときに、段差だらけであったことから、4人で持ち上げてタイヤを拭いて本堂に入ったという経験がある。そういった経験から、スロープを設置し、室内用の車椅子を用意した。その方に配慮した対応の重要性は経験してみてよく気づくことができた。ヤングケアラーの問題は、本人の無自覚、周りの無自覚があるため、困難でやっかいな問題であると感じた。
（神田相談員）

・ヤングケアラーの問題は家庭内のお手伝いという認識があった。本日の研修を通して、自分自身が今後理解を深めていかなくてはならないと思った。
（堺支援員）
・子どもらしさというのは、子どもが意識してするものではなく、環境の中で自然にそうなるものだと感じている。子どもは親が困っているから助ける、という考え方があるなら、親も子どもが困っているから助けてあげるという見方もできる。どのような支援が効果的かといったことは難しい問題だとは思うが、地域づくり委員会を含めて、周りの気づきや相談の機会があれば、もっと違う可能性につながるかもしれないし、違う経験を積むことにつながるのかもしれないと思う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
